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NK テクニカルインフォーメーション No. 406 にてお知らせしましたとおり、2000 年改正 SOLAS が本

年 7月 1日に発効します｡同改正の II-2章（防火、火災探知、消火）において新たに設けられた規定

及び改正された規定の中には、それらを適用する上で解釈を必要とする規定があります。それらに

対する弊会の暫定解釈、IMO 統一解釈作成の動き、これまでに弊会に通知のあった旗国政府の指

示（非常脱出用呼吸具に関するバハマ、キプロス、マン島、リベリア、マルタ、マーシャル諸島、シン

ガポール及びギリシャの各政府の指示）などについて、添付別紙のとおりお知らせ致します。

なお、本件に関し、ご不明な点は、以下の部署にお問い合わせください。

財団法人　日本海事協会（ClassNK）

本部　管理センター　材料艤装部

住所: 東京都千代田区紀尾井町 4-7（郵便番号 102-8567）
Tel.: 03-5226-2020
Fax: 03-5226-2019
E-mail: eqd@classnk.or.jp
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添付：

(1) 2000 年改正 SOLAS II-2 章に関するガイダンス

(2) 非常脱出用呼吸具に関する旗国政府のレターVo
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ClassNK　テクニカル　インフォメーション

No.　TEC-0453　添付(1)

2000 年改正 SOLAS II-2 章に関するガイダンス

2000 年改正 SOLAS II-2 章（以下、「改正 II-2 章」という）において新たに設けられた規定及び改正

された規定について、それらを適用する上で解釈を必要とする規定に対する弊会の暫定解釈（以下、

「NK 暫定解釈」という）、IMO 統一解釈作成の動き、非常脱出用呼吸具に対する旗国政府の指示

などを下記のとおりお知らせ致します。（以下、2002 年 7 月 1 日以降その竜骨が据え付けられた船

舶または同様の建造段階にある船舶を「新船」、その他の船舶を「現存船」という）

弊会は今後、NK 暫定解釈を必要に応じて修正の上、鋼船規則検査要領に取り込み、同一部改正

として発行の予定です。それまでの間、改正 II-2 章に関わる弊会船級船の検査は NK 暫定解釈及

び旗国政府の指示を適用して行う予定です。上記検査要領の規定は、NK 暫定解釈に基づいて関

係の要件に適合するものと認められた構造・設備等に対しては原則として遡及適用しないこととする

予定ですが、非常脱出用呼吸具につきましては今後作成される IMO 統一解釈に適合させるべく、

若干の追加設備を要求させて頂くこともあります。なお、改正 II-2 章の非適用船舶に対する弊会船

級要件は、鋼船規則検査要領に規定する予定です。

1. 非常脱出用呼吸具（EEBD） （II-2/13.3.4, 13.4.3）
本要件は新船及び現存船に適用される。現存船は II-2/1.2.2.2 規則により 2002 年 7 月 1 日以降

の最初の検査（first survey）の日までに同要件に適合することが要求される（(2)項参照）。ただし、

13.3.4.1 規則の要件（予備の EEBD の備付け）は現存船には適用されない。

(1) 個数及び備付け場所

NK 暫定解釈

(a) II-2/13.3.4
居住区域内に次のとおり EEBD を備えること。

(i) 貨物船については少なくとも 2 組及び予備として少なくとも 1 組。

(ii) 36 人以下の旅客を運送する旅客船については 13.3.4.5 規則で定義されるもの

を除く各主垂直区域に少なくとも 2 組及び予備として少なくとも計 2 組。

(iii) 36 人を超える旅客を運送する旅客船については 13.3.4.5 規則で定義されるも

のを除く各主垂直区域に少なくとも 4 組及び予備として少なくとも計 2 組。

(b) II-2/13.4.3.1
乗組員が通常または定期的に従事する A類機関区域に次のとおり EEBDを備えるこ

と。

(i) 主推進用の内燃機関のある機関区域

機関制御室及び工作室に各 1 組。原則として、当該区域の各甲板または台甲
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板において脱出経路（トランクにより保護された脱出経路及び安全区域に至る

水密戸以外）の近くに１組。機関制御室と工作室が近接している場合、それら

のいずれかに対する EEBD、機関制御室及び/または工作室と脱出経路が近

接している場合、機関制御室及び/または工作室に対する EEBD を省いて差し

支えない。ただし、当該区域の EEBD の総数は少なくとも 3 組。

(ii) 上記(i)の区域以外の A 類機関区域

原則として、当該区域の各甲板または台甲板において脱出経路（トランクにより

保護された脱出経路及び安全区域に至る水密戸以外）の近くに1組。ただし安

全区域への脱出が容易であると認められる場合、EEBD は要求されない。

IMO 統一解釈作成の動き

本年 5 月に開催される IMO MSC 75 に統一解釈案が提出され、審議される予定である。

旗国政府の指示

これまでにバハマ、キプロス、マン島、リベリア、マルタ、マーシャル諸島、シンガポール及び

ギリシャの各旗国政府から解釈/特別要件について指示があった。以下に貨物船に対する

上記のＮＫ暫定解釈と各旗国政府の解釈/特別要件との主な相違点を示す。詳細について

は添付のレターを参照。

バハマ

(a) 船上に備えられた EEBD の総数の 50%の予備を備えること。

キプロス

(a) 機関区域には、”Document of Safe Manning for the Engine Department”に示された乗

組員の人数に等しい数の EEBD を備えること。ただし、8 組を超える必要はない。

(b) 少なくとも 2 組の予備を船上に備えること。

マン島

(a) 居住区域の EEBD は消防員装具と同じ場所に格納すること。

(b) 居住区域及び機関区域のそれぞれについて備えられた EEBD の総数の 50%の予備

を備えること。ただし、それぞれの区域について 4 組を超える必要はない。

リベリア

(a) 居住区域が分離した区画からなる場合、それぞれに少なくとも 2 組備えること。

(b) 機関区域においては、制御室に 2 組、各脱出用はしごに 1 組、合計で少なくとも 4 組

備えること。

(c) 通常のオペレーションにおいてポンプ室に入る個々の人員が使用できるように追加の

EEBD を船上に備えるか、少なくとも 2 組をポンプ室に備えること。

(d) 少なくとも 1 組の訓練用の EEBD を備えること。

(e) 船上に備えられた EEBD の総数の少なくとも 10%に等しい数の予備を備えること。た

だし、4 組を超える必要はない。

マルタ

(a) 少なくとも 2 組の予備を船上に備えること。
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(b) 少なくとも 1 組の訓練用を船上に備えること。同 EEBD には訓練用であることを表示す

ること。

マーシャル諸島

(a) 機関区域においては、各レベル（各甲板または台甲板）に少なくとも 2 組備えること。

シンガポール

(a) 居住区域内においては規則により少なくとも 2 組の EEBD の備付けが要求されるが、

多数の乗組員がかなりの時間過ごす作業区域（制御場所、業務区域）に対して追加

の EEBD の備付けを考慮すること。

(b) 機関区域に備えるべきEEBDの個数及び場所は、様々な要素（添付レター参照）を考

慮して決めること。

(c) 居住区域及び機関室にそれぞれ少なくとも 1 組の予備を備えること。

(d) 訓練用の EEBD を備えること。

ギリシャ

(a) 機関区域においては、下記のとおりとすること。

(i) 各非常口に 1 組。

(ii) 各制御室に 1 組。

(iii)各工作室に 1 組。

(iv) ただし当該区域の総数は、少なくとも、通常業務として機関室で作業する乗組員

の人数分とすること。

(b) 設置場所は非常口付近の明確に見える位置とすること。

(c) 予備は安全にアクセスできる場所（船橋、火災制御室、制御室）に設置すること。

(2) “first survey”の解釈

(a) 2002年 7月 1日以降に引渡される新造の現存船は、first surveyに SEの initial survey
が含まれるとすれば引渡しの日までに、含まれないとすれば引渡し後最初に行われる

SE 検査の日までに上記の要件に適合することが要求される。

(b) IACS は上記の点について IMO 統一解釈が必要と考え、その旨の文書を IMO FSI に
提出した。この問題は本年 4 月に開催予定の IMO FSI にて審議され、5 月に開催予

定の MSC75 において決着の見込みである。

(3) EEBD の承認

(a) 原則として、弊会の承認を受け、個々の製品に対する確認検査に合格したものである

こと。旗国政府から指示がある場合は当該指示にも従ったものであること。

(b) 日本籍船に搭載されるものは、日本政府/日本舶用品検定協会の検査に合格したも

のであること。

(c) 日本政府/日本舶用品検定協会の検査に合格したものは、弊会の検査に合格したも

のとみなす。その他のSOLAS締約国政府またはその代行機関の検査に合格したもの

については、適用技術基準、試験成績などを調査の上、適否を判断する。

(4) 火災制御図への記載

火災制御図の図記号説明表に EEBD の欄を追加し、図中に EEBD の設置場所を記号で示
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す必要がある。火災制御図の確認については 3.項を参照のこと。

2. 保守計画書・訓練手引書・火災安全操作ブックレット（II-2/14, 15, 16）
本要件は新船及び現存船に適用される。現存船は II-2/1.2.2.2 規則により 2002 年 7 月 1 日以降

の最初の検査（first survey）の日までに同要件に適合することが要求される（”first survey”の解

釈については 1.(2)項参照）。

(1) 各図書の内容

(a) 保守計画書には改正 II-2 章 14.2.2.3、14.3 及び 14.4 規則に掲げられた事項、訓練

手引書には同章 15.2.3.4 規則に掲げられた事項、火災安全操作ブックレットには同

章 16.2.1 及び 16.3.1 規則に掲げられた事項が記載されていること。

(b) 規則に記載対象として掲げられたすべての機器の保守方法及び間隔、訓練方法及

び間隔並びに操作方法を含め、要求された事項が分かり易く記載されていること。機

器の保守方法及び間隔、訓練方法並びに操作方法については、各機器の製造者

が作成したマニュアルを船上に備え、各図書においてそれらを参照するよう記述する

こととして差し支えない。

(c) 保守計画書は、MSC/Circ.850 に基づいて作成すること。保守（検査・試験を含む）の

方法及び間隔は鋼船規則 B 編の要件及び旗国政府の要件に適合するものであるこ

と。

(d) 油タンカー、ケミカルタンカー、ガスキャリア、付録 B 貨物を運送するバルクキャリア、

危険物運送船の火災安全操作については、適宜改正 SOLAS(II-2/19 規則)、IBC コ

ード、IGC コード、BCコード、IMDGコードなどを船上に備え、火災安全操作ブックレ

ットにおいて参照すること。また、ICS、OCIMF などが作成した安全指針を参照するこ

ととしても差し支えない。

(2) 図書の内容の確認

(a) 船主（または造船所）は当該船舶用の上記図書各 1 部（船主用、造船所用が必要な

場合その分を追加）を本件に関する検査を受けようとする弊会支部・事務所に提出す

ること。

(b) 弊会検査員は各図書に必要事項が適切に記載されていること及び記載内容と船舶

の現状が一致していることを確認の上、”Verified that this document contains the item
of information required by SOLAS Chapter II-2 as amended”と記載、日付及び検査場

所を記載、署名し NK 印を押印する。

3. 火災制御図 （II-2/15.2.4）
現存船については EEBD の備付けに伴い火災制御図を修正する必要がある（1.(4)項参照）。弊

会は次により火災制御図に必要事項が記載されていることを確認し、その旨火災制御図に表示

する。なお、同取扱いは新船にも適用する。

(1) 船主（または造船所）は当該船舶用の火災制御図（掲示用、陸上消防員用）を必要部数弊

会担当支部・事務所に提出すること。（船主用、造船所用が必要な場合はその分を追加）

(2) 弊会検査員は火災制御図に必要事項が適切に記載されていること及び記載内容と船舶の

現状が一致していることを確認すること。現存船については特に EEBD に注意し、その配置

が改正 II-2 章の要件、上記第 1 項に述べた解釈及び旗国政府要件に適合していることを確

認すること。
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(3) 上記確認の後、弊会検査員は火災制御図に”Verified that this plan contains the item of
information required by SOLAS Chapter II-2 as amended”と記載、日付及び検査場所を記載、

署名し NK 印を押印すること。

なお、火災制御図用図記号に関する IMO 決議 A.654(16)は次回 IMO 総会において、

ISO17631:2002 “Ships and marine technology – Shipboard plans for fire protection, life-saving
appliances and means of escape”に基づいて改正される見込みである。火災制御図を新たに作成

または修正する場合、同 ISO 規格の図記号を使用することを推奨する。ただし、旗国政府から特

別に指示がある場合はそれに従うこと。

4. 貨物ポンプ室の保護 （II-2/4.5.10）
現存船（タンカー）についても、2002年7月1日以降最初に予定されている入渠の日または2005
年 7 月 1 日のうち、いずれか早い方の日までに 4.5.10.1.1 規則、4.5.10.1.4 規則に規定される装

置及び炭化水素ガス濃度継続監視装置を備えることが要求される。

(1) II-2/4.5.1.1
バラスト移送のみを目的とするポンプ室は、第 4.5.10 規則の要件に適合する必要はない。同

要件は貨物ポンプ、ストリッピングポンプ、スロップタンク用ポンプ、COW ポンプ等の貨物用

ポンプが備え付けられたポンプ室のみに適用される。

(2) II-2/4.5.10.1.2
貨物ポンプ室内の照明が非常用照明として一般に使用されることがあり得る場合、当該照

明は通風装置とインターロックを行うこと。ただし、このインターロックは、主電源喪失の際の

非常用照明の操作を妨げるものであってはならない。

(3) II-2/4.5.10.1.4
ビルジ高液位警報装置は液位監視装置の代替として認められる。

5. 固定式局所消火装置 （II-2/10.5.6, MSC/Circ. 913）
500 総トン数以上の客船及び 2000 総トン数以上の貨物船の容積が 500m3を超える A 類機関区

域の高火災危険場所には、固定式の水系または同等の局所消火装置の設置が要求される。こ

の装置は IMO が作成した指針（MSC/Circ. 913）に基づいて承認されたものであることが要求さ

れる。以下に上記規則及び MSC/Circ. 913 の規定の NK 暫定解釈を示す。

(1) II-2/10.5.6.2
自動起動は、火災の起こった特定の保護される場所に対する確実な起動と誤作動の

防止を確保するため、一般的に次の(a)及び(b)に示す種類の異なる 2 つの火災探知

器を設け、いずれか一方の探知器が火災を探知した場合には火災警報を発し（(a)の
探知器の場合、特定の保護される場所を識別できるものであること）、両方の探知器

が火災を探知した時に装置を起動させるものとすること。

(a) 保護される場所毎に設置された炎式火災探知装置

(b) 煙式火災探知装置（従来定期的に無人となる機関区域等に要求されているもの）

(2) II-2/10.5.6.3.1
内燃機関の火災危険部とは、防熱していない、あるいは保守のために頻繁に防熱を

取り外すことがある排気管等の高温表面部及び高温表面部の近くに設置された高圧

燃料油系統のこととする。典型的なディーゼルエンジンでは、機関の上部、燃料油噴
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射ポンプ及び過給機がこれに当たる。

(3) II-2/10.5.6.3.2
ボイラの前面及び焼却炉の火災危険部とは、防熱していない、あるいは保守のために

頻繁に防熱を取り外すことがあるバーナー近傍部のこととする。ここでいうボイラには、

油焚きイナートガス発生器を含む。

(4) MSC/Circ. 913 Annex 3.2
(a) 消火装置の水噴霧の影響を受けると考えられる範囲に設置される電気機器は IP44以

上の保護外被を有するものであること。ただし、次の(i)または(ii)に該当する場合はこ

の限りでない。

(i) 特定の局所消火装置との組合せにおいて当該電気機器に感電の危険及び短絡

あるいは地絡が生じないことが試験により確認された場合。

(ii) 当該電気機器に水噴霧が直接降りかからないように固定式の保護設備が設けら

れた場合。

(b) 上記(a)の「水噴霧の影響を受けると考えられる範囲」とは、原則として次の範囲をい

う。

(i) 水平方向： 各ノズルを中心とし、ノズルの許容最大間隔を半径とする円の中

(ii) 垂直方向： 各ノズルと直近下方の甲板または類似の構造物の間

(c) 上記(a)の試験は次に示す条件で行い、噴霧終了後当該機器の作動に水噴霧の影

響がないこと確認する。

(i) ノズルを 2x2 グリッドに配置する。ノズルは垂直下方に向けノズルの間隔は許容

最大間隔とする。

(ii) 当該機器を 2x2 グリッドの中央に配置する。ノズルとの距離は許容最小距離とす

る。

(iii) 当該機器を作動させた状態で消火装置を作動させ、その許容最大使用圧力で

20 分間の噴霧を行う。

(5) MSC/Circ. 913 Annex 3.13
装置の操作場所は局所火災場所から離れた安全な位置に配置すること。保護区域

外に設けられる操作場所には、局所火災が発生している位置を表示する手段が講じ

られていることが望ましい。保護区域内のものは、4.2.2.5.5 規則で要求される燃料油

の供給を隔離する位置の近くに配置すること。

(6) MSC/Circ. 913 Annex 3.19
消火ノズル及び管装置は、機関及び機器の定期的な整備を妨げるものであってはな

らず、原則として天井クレーン等の動作範囲の外側に設置すること。この目的あるい

は他の目的でノズルを垂直下方以外の方向に向けて設置することができる。この場合、

MSC/Circ. 913 に従い承認試験を行うことに加え、実際の取付角度にノズルを向けて

試験を行い MSC/Circ. 913 に定められた消火能力と同等の能力を有することを確認

すること。

6. その他の規定の解釈

(1) II-2/4.2.2.3.4
「離れた位置(separate location)」とは別々の区域を意味するものではない。

(2) II-2/4.2.4
第 2 文の規定は、暴露甲板上、タンク、コファダムまたは空所に配置された油圧弁及びシリ

ンダーには適用しない。
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(3) II-2/9.4.1.1.2
SOLAS15 規則に従って作成され、水密が要求される隔壁甲板の下に取り付けられた水密

戸は、18 規則の水密の要件を満たすかぎり、FTP コードに従い試験する必要はない。

(4) II-2/10.4.3
第 1 文の後半、第 3、第 4 及び第 5 文の要件は、固定式ガス消火装置の消火剤の格納室の

みに適用すればよい。

＊　＊　＊　＊　＊
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